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vol.239
ばくがにくとぅ 黄金

言葉

なぜ沖縄でプロサッカーチームを立ち上げた
のか
沖縄でプロサッカーチームを立ち上げた経緯

は、私自身の思いと沖縄が目指す未来の姿に関
係しています。

私はこれまで、アルゼンチンやドイツなど
様々な国のクラブを渡り歩いてきました。その
中で、理想のクラブとは、「チームの強さに関
係なく老若男女、地域の人々皆に愛され生活に
溶け込んでいる」、「地域にとってなくてはなら
ないシンボルでありコミュニティの核である」
ことだと考えています。その中で、スポーツを
通して新しい産業を生み出したいという思いが
ありました。

そして、沖縄県はスポーツ産業の活性化に力
を入れており、様々な取り組みを行っていました。

私の思いと、沖縄県の目指す未来の姿が重な
り、Ｊリーグを目指すと同時に、スポーツでの
地方創生を目指すクラブとして沖縄SVを創設
しました。

地域の課題をスポーツのチカラで解決する

現在は、コーヒーの栽培を主に行っています
が、はじめからコーヒーをやろうと決めていた
わけではありません。スポーツで地域に新たな
産業を興すために、まず手を付けたのが「地域
の課題」を見つけることでした。沖縄SVでは、
チーム設立からすぐに次の３つの課題に対する
取り組みをスタートしました。

①沖縄農業の抱える問題

全国同様、沖縄県でも農業従事者の数は減少
しています。後継者不足やそれに伴う耕作放棄
地の増加などの課題がありました。この課題を
解決すべく「稼げる農作物」をつくるために

「ネスカフェ 沖縄コーヒープロジェクト」を開
始しました。

沖縄SVアグリ株式会社は県内でコーヒーを中心とした農産物の栽培、加工、販売を行って
います。そしてそのルーツはサッカー元日本代表髙原 直泰氏が立ち上げたプロサッカーチーム
沖縄SV（エスファウ）にあります。今回は、髙原 直泰社長に、沖縄でプロサッカーチーム、
農業を立ち上げた経緯、また地域に根差した様々な活動についてお話を伺いました。

With the Community�～地域とともに～

沖縄 SV アグリ株式会社
代表　髙原　直泰
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②地域資源のブランディング
沖縄はその立地や歴史から、本土とは異なる

食文化が発展しています。その一方で黒糖やも
ろみ酢等ブランディングが未成熟な資源があり
ました。そこで、「新たな視点の商品開発」に
も取り組みました。

③伝統工芸の保全
沖縄は琉球王国の時代から独自の進化を遂げ

た様々な伝統工芸品が存在しています。しか
し、農業と同様に後継者不足の問題があり、存
続の危機に瀕しているものもあります。そこ
で、「稼げる新しい商品」の必要性を感じ、ス
ポーツの場面で着用できるかりゆしウェアの新
ブランド「かりゆしスポーツ」の開発に取り組
みました。

このように地域における社会課題を、スポー
ツのチカラを使って解決する。それが沖縄SV
の行ってきた活動です。

なぜコーヒーなのか

先ほども上げた課題の一つでもある耕作放棄
地を蘇らせるため、沖縄の農家とともに農業の
活性化を図る試みに参画しました。また、農業
への取り組みは、クラブに所属する選手たちのセ
カンドキャリア問題の解決も目的としていました。

この取り組みの中で分かったことは、耕作放
棄地を蘇らせるためには、若者がチャレンジし
たくなるような「魅力的な農産物」が必要だと
いうことです。そして、今後消費が拡大する、
沖縄でしか作れない、ツーリズムを組成できる
等様々な要素から検討した結果、沖縄でコー

ヒーを作ることはできないかという結論に至りまし
た。コーヒーは需要が拡大しており、ハワイのコ
ナコーヒーのように観光農園のような展開も可
能で６次化の可能性を秘めている農産物です。

コーヒーの６次産業化を目指した「ネスカ
フェ 沖縄コーヒープロジェクト」は2019年に
始動しました。2021年には、新たに農業法人

「沖縄SVアグリ株式会社」を設立し、事業を
本格化させました。

ネスカフェ 沖縄コーヒープロジェクト

「ネスカフェ 沖縄コーヒープロジェクト」は
クラブパートナーであるネスレ日本株式会社、
琉球大学、名護市、うるま市と共同で産学官連
携のプロジェクトとして推進しています。コー
ヒーの北限といわれる沖縄の地での新たな産業
創出。耕作放棄地や耕作放棄ハウスを利用し、
沖縄SVの選手が練習以外の時間を使って、農
園の管理・苗木の世話などをすることにより、
地域に密着した活動になっています。

自然の地形を活かした栽培を実施する「大宜
味農場」と耕作放棄ハウスを活用した「うるま
石川農場」の環境が異なる二つの直営農場を中
心に栽培を実施しており、沖縄でのコーヒー栽
培のノウハウを蓄積しています。
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プロジェクトは、自社のみに留まらず、輪を
広げるための活動も行っています。離島を含む
県内各地のコーヒー農家や教育機関に苗木を提
供しています。現在は、20か所の様々な環境
で協力してコーヒーを栽培しています。

スポーツのチカラで地域の 
プロモーションを行う
沖縄SVは、コーヒー栽培だけでなく「ス

ポーツのチカラ」で地域のプロモーションや活
性化、抱える課題の解決に取り組んでいます。
沖縄を代表する名産品の黒糖では、コロナ禍に
おいて在庫過多となっている沖縄黒糖の消費拡
大を目的とするブランディング・プロモーショ
ン事業において、私が黒糖アンバサダーに就任
し、沖縄にキャンプに訪れるＪリーグクラブな
どへの黒糖の贈呈によるPRや、Ｊリーグクラ
ブを通じての地域産品の交流など、様々な相乗
効果を生み出す地域連携や地域プロモーション
等の取り組みを行いました。

また、J3カターレ富山への黒糖贈呈時に、
富山特産品の昆布が返礼として返されたことが
契機となり、黒糖組合と昆布協会の地場の生産
者同士が結びつきを深める包括連携協定を締結

する形に発展しました。地域に根差すスポーツ
クラブが互いの地場産業の交流や価値創造、各
地域での消費拡大や販路拡大へとつなげる動き
を作り出すこともできました。

With the Community ～地域とともに～

沖縄SVは、ものづくり企業と共同で様々な
コラボ商品を開発しています。商品開発に際し
ては、伝統工芸や地域資源の保全、健康増進な
ど、SDGsの達成に寄与するような取り組みも
多く、企業の「沖縄進出のサポート」のみなら
ず、冒頭にも触れた地域の社会課題の解決とい
う観点での企業ブランド価値の向上にもつなが
るプロジェクトです。伝統工芸をあしらった新
たなスポーツウェアの開発や、地域資源を活か
した新たな調味料の開発を行っています。

他にも、ヘルスケアプロジェクトや障がい者
への雇用機会を農業で提供する農福連携プロ
ジェクトへの参画など健康・福祉の面でも「ス
ポーツのチカラ」で社会課題の解決に取り組ん
でいます。

これらの取り組みは、「With the Community
～地域とともに～」というクラブのビジョンが
根底にあってのものです。今後も「スポーツの
チカラ」を最大限発揮し、沖縄県の更なる活性
化を目指して様々な挑戦を続けてまいります。
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実態に応じたニーズ対応
おきぎん経済研究所研究員
玉城　円

（2024年６月16日掲載）（2024年６月９日掲載）

女性支援のための 
新たな法律

2024年４月１日に困難な問題を抱える女性への
支援に関する法律（女性支援新法）が施行されまし
た。「女性の福祉」「人権の尊重や擁護」「男女平等」
といった視点が目的や基本理念として、掲げられて
います。
女性を支援する法律は、1956年に制定された

「売春防止法」が根拠となっていましたが、制定以
来、抜本的な改正は行われず、昨今の複雑化・多様
化・複合化した女性を巡る課題に万全とはいいがた
い状況でした。今回の新法は、ニーズに対応するた
めに市民によるソーシャルアクションを経て、有志
議員による立法として成立しました。
新法の目的は、売春防止法に基づく「要保護女
子」としてではなく、若年女性への対応、性被害か
らの回復支援、自立後を見据えた支援など、困難な
問題を抱える女性を対象としています。相談から保
護・自立支援まで専門的な支援を包括的に切れ目な
く行うことや、行政・民間団体が連携することで、
これまで支援が行き届きにくい状況にあった対象者
に対してもアウトリーチすることで（必要な人に手
を差し伸べる）、きめ細やかな支援につなげること
を目指しています。主な支援機関は、４月に名称が
変更された女性相談支援センター（旧婦人相談所）
および一時保護所、女性相談支援員（旧婦人相談
員）、女性自立支援施設（旧婦人保護施設）や民間
の団体です。
この新法を機に、困難な問題を抱えた全ての女性
の人権が守られ、安心し、自立して暮らせる地域社
会となることを切に願います。

適正な申請で不動産の迷子なくす
沖縄銀行　内間支店長
喜屋武　剛

相続登記申請の義務化

４月１日より相続によって不動産の所有権を取得
した場合の相続登記が義務化されたことをご存じで
しょうか。これまで任意とされてきた不動産の相続
登記が義務化されてきた背景には「所有者不明土
地」の問題があります。
「所有者不明土地」とは主にこれまでの相続など
で登記がなされなかったことにより現在の「真の所
有者」が不明、いわば迷子になっている土地のこと
です。全国的にみると「所有者不明土地」は約24％
を占め、九州の面積よりも広いと言われています。
土地の真の所有者が分からないことは、公共事業
や復旧・復興事業の円滑な実施、民間での取引、土
地の有効活用などの大きな阻害要因となります。土
地の適切な管理がなされずに隣地やその地域に悪影
響が生じたりするなどさまざまな問題が生じてい
ます。
今後の高齢化社会の進行でこの問題はますます深
刻化する可能性があり、喫緊の課題となっていま
す。そして、今回の義務化で「所有者不明土地」の
発生予防と土地利用の円滑化が期待されます。
沖縄県では戦争の混乱による「沖縄特有の所有者
不明土地」が存在するなどの特殊事情はあります
が、今後新たに増やさないという観点からも重要な
制度です。
土地のみではなく、これも全国的に課題となって
いる、空き家問題の発生を抑制するという観点から
も有効でしょう。相続登記の適正な申請で今後迷子
になる不動産を減らし、限りある国土の有効活用を
進めていきたいものです。具体的な手続きはぜひお
近くの専門家にご相談ください。
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平日旅行促進に期待
おきぎん経済研究所研究員
新垣　富宏

（2024年６月30日掲載）（2024年６月23日掲載）

※琉球新報に掲載

観光施設における 
休日・平日の繁閑差

2023年度の沖縄県入域観光客数は853万人とな
りました。国内観光客は過去最高、外国人観光客は
４割程度ですが足元は約６割と回復を続けており、
１千万人を超える入域が今後期待されます。
これから夏の最盛期を迎えますが、県内観光は
シーズンによる繁閑差が大きく、観光需要の平準化
が課題に挙げられます。対策としてシーズンオフ期
のイベント開催や魅力的なコンテンツ提供など、多
くの取り組みが検討・実施されています。一方、休
日と平日の繁閑差対策についてはどうなのか、調べ
てみました。
「沖縄観光地域カルテ」では、位置情報を活用し
た人流が可視化されており、平日（月～金）と休
日（土日祝）のデータが確認できます。県外からの
来訪データを複数施設で確認すると、24年３月の
休日来訪者の割合は全体の40％前後でした。一方、
当該月の休日割合は約35％（31日中11日）であ
ることから、やはり休日に多く県外からの来訪があ
ることが分かります。また那覇空港への来訪は約
39％であり、他施設と同程度の数値となっていま
す。個々の観光施設による差はあれども、休日・平
日の需要の平準化は難しいと感じました。
観光庁の施策である観光立国推進基本計画（23
年３月31日閣議決定）によると国内旅行需要の平
準化促進のため、平日旅行需要喚起キャンペーンの
実施や休暇を取得しやすい職場環境の整備、休暇取
得の分散化の促進が挙げられています。平日旅行が
促進されることを、期待したいです。

要素の掛け合わせでヒントを得る
おきぎん経済研究所
當銘　栄一

賃金動向と 
企業の景況感

企業の賃金引き上げに関する報道を目にする機会
が増えています。物価動向や従業員の確保などに関
して県内企業を取り巻く環境は変化していることが
分かります。おきぎん企業動向調査は、企業による
四半期ごとの景況感やトピックスを盛り込んだス
ポット調査も実施し、県内企業の景況感や各種取組
の動向を把握できます。
賃金動向に関しては、直近2024年１～３月期に
簡易的な整理が行われており、「引き上げ予定」の
企業は全体の44.3％（282社中125社）で、２年
前の前回調査結果（手法等が異なり比較分析ができ
ませんが）より高くなりました。県内でも賃上げの
動きが徐々に浸透しているのでしょう。さらに景況
とクロスさせてみると、表で示す通り、「引き上げ
予定」の企業群のDIは48.0と全体の41.1より高
いことが分かります。ちなみに前回調査でも同様な
結果となりました。
「検討中」や「実施しない」企業群では全体業況
DIより低いものの、内数を示す「①業況好転」や
「②不変」と回答した企業の割合が高く、今後の業
況動向によっては賃上げにつながる可能性もありま
す。そうなれば経済主体（企業→家計→企業）でカ
ネの流れが活発化することで地域全体での好循環が
期待されます。このように、各要素を横断して集計
することで新たな視点での企業動向が整理できま
す。企業行動を個別にさらに深掘りできるよう、他
の情報も掛け合わせてさらなる企業のニーズ発掘や
支援強化に向けたヒントを探る必要があります。
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